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○第 3期科学技術基本計画
　（平成18年3月閣議決定）
・科学技術基本法に基づき策定
・科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、科学技術の振興に関
する基本的な計画（平成18年度～22年度）

・分野別推進戦略に取り組むべき具体的な研究
開発課題等を定める

○総合科学技術会議
・我が国全体の科学技術を俯瞰し、一段高い立
場から、総合的・基本的な科学技術政策の企
画立案及び総合調整を行うことを目的とし、平
成13年1月、内閣府に設置

○国土交通省技術基本計画
　（平成 20 年 4 月策定）
・平成20年度～24年度を計画期間 
・国土交通省が目指す4つの社会と実現に向け
た技術研究開発の3つの視点を明確化

・成果を確実に社会に還元するための技術研究
開発システムを構築  

○社会資本整備審議会･交通政策審議会　
　技術部会
・国土交通分野における科学技術の総合的かつ
計画的な振興を図るための基本的な政策につ
いて調査審議

・提言「第3期科学技術基本計画分野別推進戦
略に向けて～重点的に取り組むべき研究開発に
ついて～」を平成17年12月に頂く

（政府全体） （国土交通省）

・特に緊急性が高く、対象分野の広い課題
・産学官の連携により、総合的、組織的に技術
研究開発を実施
・外部評価委員会を設置し、事前・中間・事後
評価を実施

・研究費の一部を税額控除
・公的研究機関との共同研究・委託研究費を税
額控除

（NETIS）
・産学官連携による有識者等委員会を設置し、
多様な視点から新技術の評価等を実施

・多様な入札契約方式の活用により、民間企業
の優れた技術を現場へ積極的に導入

・民間で開発された技術情報をインターネット
で提供

・大学、公益法人、民間企業等の研究者等に研
究開発費を補助
・建設だけでなく他分野と連携
・外部評価委員会を設置し、事前・中間・事後
評価を実施

・省内研究機関及び地方整備局等で実施された
研究のうち優れたものを一般に発表

・平成20年度は6月に札幌で開催
・地方における産学官連携の促進と研究成果の
一層の活用を目指す

・民間企業等における技術研究開発を促進する
うえでのインセンティブを与えられるように
制度面での支援を実施

技術開発と工事の一体的な調達




